
女
性
の
社
会
進
出

　

日
本
の
社
会
経
済
構
造
は
、

１
９
９
０
年
代
半
ば
を
境
に
大

き
く
変
わ
っ
た
。
人
口
動
態
面

で
は
、
生
産
年
齢
人
口
（
15
〜

64
歳
）
が
減
少
に
転
じ
た
。
技

術
面
で
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

を
は
じ
め
と
す
る
情
報
通
信
技

術
の
革
新
が
起
き
た
。
経
済
面

で
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
の
形
成
が
進
ん
だ
。

　

こ
れ
ら
の
潮
流
変
化
の
も
と

で
、
国
内
労
働
市
場
で
は
女
性

の
就
業
者
が
急
増
し
た
。
１
９

９
５
年
か
ら
２
０
２
０
年
ま
で

の
25
年
間
に
、
男
性
の
就
業
者

は
１
３
４
万
人
減
少
し
た
。
対

照
的
に
、
女
性
の
就
業
者
は
３

５
４
万
人
増
加
し
た
。
就
業
者

全
体
に
占
め
る
女
性
の
比
率
も
、

20
年
時
点
で
44
％
ま
で
上
が
っ

て
き
た
。

　

以
前
は
、
高
校
、
短
大
、
大

学
の
卒
業
後
、
短
期
間
就
職
し

た
の
ち
に
結
婚
し
て
家
庭
に
入

る
女
性
が
多
か
っ
た
。
し
か
し
、

男
女
雇
用
機
会
均
等
化
法
の
施

行
（
１
９
８
６
年
）
な
ど
を
経

て
、
社
会
の
意
識
が
大
き
く
変

わ
っ
た
。
１
９
８
０
年
代
ま
で

２
割
台
で
推
移
し
て
い
た
大
学

の
女
子
学
生
比
率
は
、
90
年
代
に
一
挙

に
上
昇
し
た
。
現
在
で
は
45
％
に
達
す

る
。
逆
に
、
短
大
の
学
生
数
は
90
年
代

半
ば
以
降
激
減
し
て
い
る
。

　

企
業
の
採
用
ス
タ
ン
ス
も
変
化
し
た
。

男
子
の
新
卒
採
用
が
圧
倒
的
に
多
か
っ

た
職
場
で
も
、
次
第
に
女
子
が
男
子
を

代
替
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
以
前
は

「
親
元
か
ら
通
え
る
か
」
を
問
わ
れ
る

こ
と
が
あ
っ
た
が
、
そ
れ
も
な
く
な
っ

た
。
お
か
げ
で
、
い
っ
た
ん
進
学
の
た

め
に
地
方
を
離
れ
た
女
性
が
、
卒
業
後

そ
の
ま
ま
大
都
市
圏
で
就
職
し
、
な
か

な
か
地
元
に
戻
ら
な
く
な
っ
た
。

Ｍ
字
カ
ー
ブ
は
消
滅
へ

　

女
性
就
業
者
の
増
加
は
、
人
口
動
態

の
変
化
を
ふ
ま
え
れ
ば
必
然
だ
っ
た
よ

う
に
も
み
え
る
。
日
本
の
総
人
口
は
２

０
０
８
年
を
ピ
ー
ク
に

減
少
に
転
じ
た
。
し
か

し
、
20
年
の
時
点
で
は

ま
だ
約
２
０
０
万
人
の

減
少
に
と
ど
ま
る
。
一

方
、
働
き
手
の
中
心
と

な
る
生
産
年
齢
人
口

（
15
〜
64
歳
）
は
、
１

９
９
０
年
代
半
ば
以

降
、
す
で
に
約
１
３
０

０
万
人
減
少
し
た
。
若

年
、
中
堅
層
の
減
少
の

ほ
と
ん
ど
が
、
高
齢
層

の
増
加
に
置
き
換
わ
っ
た
か
た
ち
で
あ

る
。

　

生
産
年
齢
人
口
が
減
る
以
上
、
労
働

力
の
供
給
は
減
少
が
避
け
ら
れ
な
い
。

一
方
、
高
齢
者
が
増
え
れ
ば
、
医
療
、

介
護
分
野
を
中
心
に
労
働
力
へ
の
需
要

が
高
ま
る
。
結
果
的
に
、
労
働
需
給
の

ひ
っ
迫
が
進
ん
で
い
る
。
こ
の
ミ
ス
マ

ッ
チ
を
改
善
で
き
る
の
は
、
女
性
、
高

齢
者
、
外
国
人
の
３
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー

し
か
な
い
。
幸
い
、
コ
ロ
ナ
禍
前
ま
で

は
い
ず
れ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
も
就
業
者

が
増
え
、
若
年
・
中
堅
男
性
の
就
業
者

の
減
少
を
補
っ
て
き
た
。

　

図
１
は
、
男
女
の
労
働
力
人
口
比
率

を
年
齢
階
層
別
に
示
し
た
グ
ラ
フ
で

あ
る
。
労
働
力
人
口
と
は
「
就
業
者
」

と
「
完
全
失
業
者
」
の
合
計
を
い
う
。

大
づ
か
み
に
い
え
ば
、
働
い
て
い
る
人

（%）
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出所：総務省統計局「労働力調査結果」を基に筆者作成。

図 1　男女別年齢階層別の労働力人口比率
（1995年→2020年）
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と
働
こ
う
と
し
て
い
る
人
の
数
で
あ
る
。

　

女
性
の
労
働
力
人
口
比
率
を
結
ん
だ

曲
線
は
、
従
来
「
Ｍ
字
カ
ー
ブ
」
と
呼

ば
れ
て
き
た
。
以
前
は
、
結
婚
や
出

産
・
育
児
期
に
あ
た
る
20
歳
代
後
半
か

ら
30
歳
代
後
半
に
か
け
て
、
職
場
を
離

れ
る
女
性
が
多
か
っ
た
。
こ
の
結
果
、

曲
線
の
中
央
部
が
へ
こ
み
、
ア
ル
フ
ァ

ベ
ッ
ト
の
大
文
字
Ｍ
に
似
た
形
状
に
あ

っ
た
。
Ｍ
字
カ
ー
ブ
と
呼
ば
れ
た
ゆ
え

ん
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
90
年
代
半
ば
以
降
、
若
年
、

中
堅
女
性
の
労
働
参
加
が
進
ん
だ
。
未

婚
率
が
高
ま
っ
た
こ
と
に
加
え
て
、
結

婚
や
出
産
を
迎
え
て
も
職
場
に
残
る
女

性
が
増
え
た
。
曲
線
Ｍ
の
へ
こ
み
は

年
々
浅
く
な
り
、
も
は
や
「
Ｍ
字
カ
ー

ブ
」
と
呼
ぶ
の
が
ふ
さ
わ
し
く
な
い
状

態
に
あ
る
。

製
造
業
の
雇
用
減
、

サ
ー
ビ
ス
業
の
雇
用
増

　

グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
形
成
も
、
労
働
市
場
の
変
化
を
促
し

た
。
世
界
で
は
、
多
く
の
企
業
が
各
地

に
生
産
拠
点
を
分
散
し
、
製
造
コ
ス
ト

の
引
き
下
げ
を
図
る
よ
う
に
な
っ
た
。

典
型
がiPhone

で
あ
る
。iPhone

は
、

米
国
ア
ッ
プ
ル
社
が
企
画
、
開
発
し
た

製
品
だ
。
し
か
し
、
内
蔵
す
る
部
品
は

日
本
、
米
国
、
韓
国
、
台
湾
、
欧
州
な

ど
世
界
各
地
で
製
造
さ
れ
、
こ
れ
を
集

め
て
台
湾
の
企
業
が
中
国
国
内
で
組
み

立
て
て
い
る
。

　

わ
が
国
の
企
業
も
、
例
外
で
な
か
っ

た
。
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
動
す
る
日
本
企

業
の
多
く
は
、
生
産
拠
点
を
海
外
に
移

し
た
り
、
世
界
各
地
の
企
業
や
工
場
を

買
収
し
た
り
し
て
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
形
成
に
努
め
た
。
国
際
収
支
統
計

に
よ
れ
ば
、
企
業
が
海
外
か
ら
得
る
直

接
投
資
収
益
（
配
当
金
、
再
投
資
収

益
）
は
２
０
１
０
年
代
に
飛
躍
的
に
増

大
し
、
今
や
経
常
収
支
黒
字
の
半
分
以

上
を
占
め
る
。
わ
が
国
企
業
が
大
胆
な

組
織
改
革
を
行
い
、
海
外
展
開
を
進
め

た
結
果
で
あ
る
。

　

一
方
、
国
内
で
は
高
齢
化
が
進
み
、

10
年
代
に
は
団
塊
世
代
の
す
べ
て
が
65

歳
を
超
え
た
。
こ
の
結
果
、
看
護
、
介

護
分
野
で
の
求
人
が
着
実
に
増
大
し
た
。

　

こ
う
し
た
流
れ
を
受
け
て
、
国
内
の

雇
用
情
勢
は
大
き
く
変
わ
っ
た
。
製
造

業
の
就
業
者
数
は
、
２
０
０
２
年
か
ら

20
年
に
か
け
て
約
１
６
０
万
人
減
少
し

た
。
全
産
業
に
占
め
る
ウ
ェ
イ
ト
で
み

て
、
19
・
０
％
か
ら
15
・
７
％
へ
の
低

下
で
あ
る
。
一
方
、
医
療
、
福
祉
分
野

の
就
業
者
数
は
約
３
９
０
万
人
増
加
し

た
。
ウ
ェ
イ
ト
に
し
て
、
７
・
５
％
か

ら
12
・
９
％
へ
の
急
伸
で
あ
る
。

　

製
造
業
の
職
場
は
男
性
が
多
く
、
医

療
、
福
祉
分
野
は
女
性
が
多
い
。
性
別

に
よ
る
職
業
の
固
定
化
は
望
ま
し
く
な

い
が
、
こ
れ
ま
で
は
慣
行
と
し
て
定
着

し
て
い
た
。
男
女
別
の
雇
用
割
合
（
２

０
２
０
年
）
は
、製
造
業
の
男
性
70
％
、

女
性
30
％
に
対
し
、
医
療
、
福
祉
分
野

は
男
性
25
％
、
女
性
75
％
で
あ
る
。
サ

ー
ビ
ス
部
門
へ
の
産
業
構
造
の
シ
フ
ト

は
、
お
の
ず
か
ら
女
性
の
就
業
を
後
押

し
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

低
下
が
続
く
労
働
生
産
性

　

次
に
、
労
働
生
産
性
の
動
向
を
み
て

み
よ
う
。
労
働
生
産
性
と
は
、
１
人
の

就
業
者
が
生
み
出
す
付
加
価
値（
利
益
）

を
い
い
、
通
常
「
就
業
者
１
人
あ
た
り

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）」
で
測
る
。

　

Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
供
給
面
か
ら
み
れ
ば
、

①
就
業
者
数
と
②
労
働
生
産
性
に
分
解

で
き
る
。
式
で
表
せ
ば
「
Ｇ
Ｄ
Ｐ
＝
就

業
者
数
×
労
働
生
産
性
（
＝
Ｇ
Ｄ
Ｐ
／

就
業
者
数
）」
だ
。
こ
れ
を
基
に
、
Ｇ

Ｄ
Ｐ
の
伸
び
率
は
、
就
業
者
数
の
伸
び

と
労
働
生
産
性
の
伸
び
の
和
で
近
似
さ

れ
る
。「
△
Ｇ
Ｄ
Ｐ

≒

△
就
業
者
数
＋

△
労
働
生
産
性
」
で
あ
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
経
済
の
成
長
を
維
持

す
る
に
は
、
就
業
者
数
を
増
や
す
こ
と

と
、
労
働
生
産
性
を
高
め
る
こ
と
が
ど

う
し
て
も
必
要
と
な
る
。
と
く
に
人
口

の
減
少
が
避
け
ら
れ
ず
、
潜
在
的
な
労

働
力
に
限
り
の
あ
る
日
本
経
済
に
と
っ

て
、
労
働
生
産
性
の
向
上
は
不
可
欠
と

い
え
る
。

　

図
２
は
日
本
の
労
働
生
産
性
の
伸
び

を
み
た
も
の
だ
。
日
本
の
労
働
生
産
性

は
、
先
進
国
の
中
で
低
く
、
Ｇ
７
諸
国

図 ２　労働生産性（＝就業者１人あたりGDP）伸び率推移

出所：World Bank “GDP per person employed (constant 2017 PPP $)” を基に筆者作成。
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の
中
で
は
最
下
位
に
あ
る
。
ま
た
、
１

９
９
０
年
代
、
２
０
０
０
年
代
、
10
年

代
と
、
時
を
追
う
ご
と
に
低
下
し
て
い

る
（
年
率
１
９
９
１
年
→
２
０
０
０
年

＋
０
・
９
％
、
２
０
０
０
年
→
10
年
＋

０
・
８
％
、
10
年
→
19
年
＋
０
・
２
％
）。

　

せ
っ
か
く
の
女
性
、
高
齢
者
の
就
業

増
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
労
働
生
産
性
の

伸
び
率
低
下
が
そ
の
効
果
を
減
殺
し
て

い
る
。
こ
れ
は
、
女
性
、
高
齢
者
の
生

産
性
が
低
い
か
ら
で
は
な
い
。
１
人
あ

た
り
の
労
働
時
間
が
減
っ
た
こ
と
が
影

響
し
て
い
る
。

　

試
算
す
る
と
、
１
９
９
１
年
か
ら
２

０
１
９
年
に
か
け
て
、
１
就
業
者
あ
た

り
の
労
働
時
間
は
19
％
減
少
し
た
。
一

方
、
他
の
Ｇ
７
諸
国
は
２
〜
８
％
の
減

少
に
と
ど
ま
る
。
こ
れ
だ
け
の
差
が
あ

れ
ば
、
就
業
者
は
増
え
て
も
、
成
長
率

の
差
は
な
か
な
か
縮
ま
ら
な
い
。

パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
の
急
増

　

な
ぜ
、
労
働
時
間
は
減
っ
た
の
だ
ろ

う
か
。
有
給
休
暇
を
多
く
の
人
が
と
る

よ
う
に
な
っ
た
こ
と
や
、
人
々
が
残
業

し
な
く
な
っ
た
こ
と
も
あ
る
だ
ろ
う
。

し
か
し
、
圧
倒
的
な
理
由
は
パ
ー
ト
、

ア
ル
バ
イ
ト
の
増
加
で
あ
る
。
就
業
時

間
の
短
い
就
業
者
が
増
え
た
こ
と
が
、

計
算
上
、
労
働
生
産
性
の
伸
び
を
抑
え

る
結
果
と
な
っ
た
。

　

２
０
０
２
年
か
ら
19
年
に
か
け
て
、

就
業
者
は
全
体
で
３
９
６
万
人
増
加
し

た
。
こ
の
間
、
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト

は
４
６
６
万
人
増
加
し
て
い
る（
図
３
）。

す
な
わ
ち
、
新
規
の
就
業
増
す
べ
て
を

パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
で
ま
か
な
っ
た

だ
け
で
な
く
、
既
存
の
就
業
者
の
一
部

も
代
替
し
た
こ
と
に
な
る
。

　

主
体
は
女
性
で
あ
る
。
パ
ー
ト
、
ア

ル
バ
イ
ト
比
率
は
、
男
性
９
％
に
対
し

女
性
は
38
％
と
高
い
。
産
業
別
に
み
て

も
、
サ
ー
ビ
ス
分
野
は
パ
ー
ト
、
ア
ル

バ
イ
ト
が
多
い
。
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ

ト
を
含
む
非
正
社
員
の
比
率
は
、医
療
・

福
祉
分
野
で
３
割
台
、
宿
泊
業
・
飲
食

サ
ー
ビ
ス
業
に
至
っ
て
は
７
割
を
超
え

る
。
製
造
業
（
２
割
強
）
や
建
設
業

（
１
割
強
）
に
比
べ
、格
段
に
高
い
（
厚

生
労
働
省
「
平
成
30
年
若
年
者
雇
用
実

態
調
査
」）。

　

こ
れ
を
ど
う
評
価
す
る
か
は
、
難
し

い
と
こ
ろ
だ
。
夫
婦
共
働
き
を
前
提
に

す
れ
ば
、
パ
ー
ト
先
が
あ
る
こ
と
は
家

計
に
と
っ
て
あ
り
が
た
い
。
以
前
で
あ

れ
ば
、
電
話
は
家
庭
に
固
定
電
話
が
１

台
あ
れ
ば
十
分
だ
っ
た
が
、
今
は
夫
婦

そ
れ
ぞ
れ
１
台
、
場
合
に
よ
っ
て
は
子

ど
も
を
含
む
家
族
全
員
が
携
帯
電
話
を

持
つ
。
費
用
を
ま
か
な
う
に
は
、
働
く

機
会
の
存
在
が
重
要
と
な
る
。
学
生
に

と
っ
て
も
、
生
活
費
の
負
担
軽
減
の
た

め
、
ア
ル
バ
イ
ト
先
の
存
在
が
欠
か
せ

な
い
。

　

し
か
し
、
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
が

不
安
定
な
就
労
形
態
で
あ
る
こ
と
は
間

違
い
な
い
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染
が
拡
大
し
た
20
年
は
、
48
万
人
の

就
業
者
減
少
の
う
ち
、
パ
ー
ト
、
ア
ル

バ
イ
ト
の
減
少
が
46
万
人
に
達
し
た

（
前
掲
図
３
）。
企
業
が
将
来
の
人
手
不

足
を
見
越
し
て
正
社
員
の
維
持
に
努
め

つ
つ
、
雇
用
調
整
の
対
象
を
パ
ー
ト
、

ア
ル
バ
イ
ト
に
絞
っ
た
こ
と
が
分
か
る
。

　

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
、
わ
が
国
労
働

市
場
の
ぜ
い
弱
さ
が
露
呈
し
た
。
失
職

は
非
正
社
員
に
集
中
し
、
日
々
の
生
活

に
苦
し
む
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
や
学
業
を

諦
め
ざ
る
を
え
な
い
学
生
を
生
ん
だ
。

社
会
に
と
っ
て
、
無
視
し
て
は
な
ら
な

い
課
題
で
あ
る
。

女
性
の
就
業
増
は

付
加
価
値
の
低
い
産
業
に
多
い

　

で
は
、
な
ぜ
こ
れ
ほ
ど
パ
ー
ト
、
ア

ル
バ
イ
ト
が
増
え
た
の
か
。
図
４
は
、

事
業
従
事
者
１
人
あ
た
り
の
付
加
価
値

額
を
産
業
別
に
み
た
も
の
だ
。
付
加
価

値
額
と
は
、
売
上
高
か
ら
原
材
料
費
な

ど
を
差
し
引
い
た
も
の
で
、
こ
の
中
か

ら
従
業
員
へ
の
給
与
が
支
払
わ
れ
る
。

付
加
価
値
額
が
少
な
け
れ
ば
従
業
員
に

支
払
え
る
給
与
が
限
ら
れ
、
パ
ー
ト
や

ア
ル
バ
イ
ト
へ
の
依
存
が
高
ま
る
理
屈

に
あ
る
。

　

近
年
雇
用
が
増
え
た
産
業
は
、
①
医

療
・
福
祉
、
②
情
報
通
信
業
、
③
教
育
・

学
習
支
援
業
、
④
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の
）
の
順
と
な
る
。

こ
の
う
ち
情
報
通
信
業
を
例
外
と
し
て
、

他
の
産
業
に
共
通
す
る
の
は
、
①
女
性

の
雇
用
比
率
が
高
い
こ
と
、②
パ
ー
ト
、

ア
ル
バ
イ
ト
の
比
率
が
高
い
こ
と
、
③

１
従
業
員
あ
た
り
の
付
加
価
値
額
が
低

い
こ
と
だ
。

　

パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
が
増
え
た
の

は
、
単
に
短
時
間
の
勤
務
を
希
望
す
る

女
性
や
高
齢
者
が
多
い
か
ら
で
は
な
い

だ
ろ
う
。
む
し
ろ
付
加
価
値
額
が
少
な

い
た
め
に
、
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
し

か
雇
え
な
い
企
業
が
多
か
っ
た
か
ら
で

あ
る
。

　

製
造
業
や
情
報
通
信
業
と
違
い
、
サ

図 3　就業者数、パート、アルバイトの増減推移

出所：総務省統計局「労働力調査結果」を基に筆者作成。

（万人）

就業者数 うちパート、
アルバイト 同比率（％）

2002年 6,319 1,053 16.7

2019年 6,715 1,519 22.6

2020年 6,667 1,473 22.1

2002年→　
　　2019年 396 466 6.0

2019年→　
　　2020年 -48 -46 -0.5



ー
ビ
ス
分
野
の
よ
う
な
「
国
内
に
閉

じ
た
」
産
業
は
、
効
率
化
が
な
か
な

か
進
ん
で
こ
な
か
っ
た
。
製
造
業
か

ら
サ
ー
ビ
ス
部
門
へ
の
構
造
転
換
は
、

労
働
生
産
性
の
低
下
を
も
た
ら
し
、

成
長
率
を
押
し
下
げ
た
。

　

パ
ー
ト
、ア
ル
バ
イ
ト
の
増
加
は
、

貴
重
な
人
的
資
源
を
有
効
に
活
用
で

き
て
い
な
い
こ
と
の
証
し
で
も
あ
る
。

こ
の
ま
ま
で
は
、
サ
ー
ビ
ス
部
門
へ

の
シ
フ
ト
が
進
む
ほ
ど
、
経
済
成
長

は
鈍
化
す
る
こ
と
に
な
る
。
サ
ー
ビ

ス
部
門
の
生
産
性
向
上
は
、
待
っ
た

な
し
の
課
題
で
あ
る
。

生
産
性
を
上
げ
る
に
は

　

生
産
性
の
低
下
は
、
実
は
先
進
国

共
通
の
現
象
で
も
あ
る
。
高
齢
化
が

進
む
社
会
で
は
、
あ
る
程
度
や
む
を

え
な
い
こ
と
な
の
か
も
し
れ
な
い
。

し
か
し
、
日
本
は
も
と
も
と
の
労
働

生
産
性
が
低
い
だ
け
に
、
事
態
は
深

刻
で
あ
る
。
た
だ
し
、
逆
の
見
方
を

す
れ
ば
、
そ
の
分
伸
び
し
ろ
が
残
っ

て
い
る
と
も
い
え
る
。

　

伸
び
し
ろ
を
成
長
に
つ
な
げ
る
に

は
、
人
工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
や
ロ
ボ
ッ

ト
な
ど
を
活
用
し
て
、
サ
ー
ビ
ス
部

門
の
生
産
性
を
引
き
上
げ
る
努
力
が

欠
か
せ
な
い
。
実
際
、
多
く
の
分
野

で
ロ
ボ
ッ
ト
の
開
発
が
進
む
。
し
か

し
、
介
護
や
保
育
の
よ
う
に
、
究
極

的
に
は
生
身
の
人
間
を
必
要
と
す
る
サ

ー
ビ
ス
も
多
い
。
過
度
な
期
待
は
禁
物

だ
ろ
う
。

　

こ
こ
で
は
、
日
本
経
済
全
体
の
構
造

か
ら
考
え
た
い
。
た
と
え
ば
、
私
た
ち

は
、
生
産
性
が
高
ま
る
よ
う
な
競
争

環
境
を
実
現
で
き
て
き
た
だ
ろ
う
か
。

「
生
産
性
の
向
上
」
は
、
こ
れ
ま
で
も

し
ば
し
ば
経
済
政
策
と
し
て
取
り
上
げ

ら
れ
て
き
た
。
そ
の
た
び
に
、
多
く
の

補
助
金
制
度
が
導
入
さ
れ
て
き
た
。
し

か
し
、
ど
れ
ほ
ど
の
効
果
が
あ
っ
た
だ

ろ
う
か
。必
要
な
の
は
補
助
金
で
な
く
、

競
争
の
促
進
で
は
な
か
っ
た
か
。

　

女
性
や
高
齢
者
は
、
な
ぜ
短
い
時
間

の
勤
務
を
選
択
す
る
の
か
。
家
庭
の
事

情
や
身
体
的
な
制
約
だ
け
が
理
由
な
の

か
。
税
制
・
社
会
保
険
上
の
「
扶
養
」

の
制
度
や
定
年
制
の
存
在
が
、
就
労
の

選
択
肢
を
狭
め
て
は
い
な
い
か
。

　

介
護
や
保
育
は
、
身
体
的
に
も
精
神

的
に
も
き
つ
い
仕
事
で
あ
る
。し
か
し
、

担
い
手
の
給
与
水
準
は
総
じ
て
低
い
。

公
的
施
設
の
給
与
水
準
が

財
政
制
約
で
し
ば
ら
れ
、

民
間
も
こ
の
水
準
に
引
き

ず
ら
れ
が
ち
で
あ
る
。
日

本
の
財
政
状
況
は
す
で
に

先
進
国
で
最
悪
の
部
類
に

あ
る
が
、
そ
れ
で
も
財
政

支
出
や
税
金
、
保
険
料
収

入
の
枠
組
み
を
社
会
経
済

の
構
造
変
化
に
見
合
っ
た
も
の
に
し
て

い
く
努
力
が
必
要
で
あ
る
。

　

地
方
経
済
に
と
っ
て
は
、
女
性
が
正

社
員
と
し
て
働
け
る
職
場
を
ど
れ
だ
け

用
意
で
き
る
か
が
重
要
に
な
る
だ
ろ
う
。

大
都
市
圏
が
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
中

心
に
し
か
職
を
提
示
で
き
な
い
と
す
れ

ば
、
正
社
員
の
職
を
提
供
で
き
る
地
域

は
魅
力
的
で
あ
る
。

　

今
後
、
日
本
で
は
生
産
年
齢
人
口
が

年
率
１
％
程
度
の
ス
ピ
ー
ド
で
減
り
続

け
る
。
年
率
１
％
の
減
少
は
、
30
年
で

４
人
に
１
人
が
い
な
く
な
る
イ
メ
ー
ジ

で
あ
る
。
猛
ス
ピ
ー
ド
と
い
っ
て
よ
い
。

　

こ
れ
ま
で
の
25
年
は
、
結
果
的
に
労

働
生
産
性
の
低
下
を
女
性
の
就
業
増
で

補
う
姿
だ
っ
た
。
こ
れ
か
ら
は
、
猛
ス
ピ

ー
ド
で
高
ま
る
就
業
者
の
減
少
圧
力
を
、

女
性
、
高
齢
者
、
外
国
人
の
一
段
の
就

労
促
進
に
加
え
、
労
働
生
産
性
の
向
上

で
緩
和
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

覚
悟
を
も
っ
て
、
社
会
制
度
の
改
革

を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

山本 謙三（やまもと けんぞう）
1976年日本銀行入行、金融市場局長、米州統括役、
決済機構局長、金融機構局長などを経て、2008年
理事。2012年NTTデータ経営研究所取締役会長。
2018年現職。専門分野は、日本経済、世界経済、
金融機関・金融システム、金融政策、決済。

図 4　産業別の事業従事者1人あたり付加価値額（2016年）

（注）色塗りは、2002年から20年にかけて就業者の構成比が0.5%超低下した産業を青、0.5%超上昇した産業を赤に色塗り（総務省統計局「労働力調査結果」による）。
出所：総務省統計局「平成28年経済センサスー活動調査」を基に、筆者作成。

全産業
（公務を
 除く）

農業、
林業 建設業 製造業 情報

通信業
運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産業、
物品
賃貸業

学術研究、
専門・技術
サービス

宿泊業、
飲食
サービス業

生活関連
サービス業、
娯楽業

教育、
学習
支援業

医療、
福祉

サービス業
（他に分類

されない
もの）

事業従事者
全体に占める

構成比
（％）

100.0 0.6 6.6 16.5 3.0 5.7 21.1 2.8 2.5 3.3 8.7 4.0 3.2 13.0 7.5

事業従事者
1人あたり

付加価値額
（万円）

536 320 583 660 976 548 540 1,227 679 963 215 360 376 318 377


